
瀬戸市在日外国人福祉給付金支給要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、国民年金の給付を受けることができない外国人に対して

在日外国人高齢者福祉給付金及び在日外国人障害者福祉給付金（以下「福祉

給付金」と総称する。）を支給することにより、当該外国人の福祉の増進を図

ることを目的とする。 

  （定義） 

第２条  この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

⑴ 障害者  身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項

の規定により身体障害者手帳の交付を受けた者で身体障害者福祉法施行規

則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号に掲げる障害の級別が１級

又は２級に該当するもの及び精神薄弱者福祉法（昭和３５年法律第３７号）

第１２条第１項に規定する精神薄弱者更生相談所において療育手帳の交付

を受けた者でＡ又はＢと判定されたものをいう。 

⑵ 公的年金等  児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）第３条第２項

に規定する公的年金たる給付又は国民年金法施行令（昭和３４年政令第１

８４号）第４条の９に規定する年金たる給付であって政令で定めるものを

いう。 

  （支給の要件） 

第３条 この要綱により在日外国人高齢者福祉給付金の支給を受けることがで

きる者は､ 次に掲げる要件をすべて備えるものとする。 

⑴ 大正１５年４月１日以前に生まれた者であること。 



⑵ 昭和５７年１月１日前から外国人登録法（昭和２７年法律第１２ 

５号）が廃止されるまでの間（帰化した者については、帰化した日 

前までの間とする。第３項において同じ。）、日本国内で同法に基づ 

く外国人登録がされていたこと。 

⑶ 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づき本市で住民 

票が作成されていること。 

⑷ 本市に引き続き１年以上居住していること。 

⑸ 厚生年金その他の公的年金等を受給していないこと。 

２  前項の規定にかかわらず、受給資格者が在日外国人障害者福祉給付金を受

給している場合は、在日外国人高齢者福祉給付金を支給しない。 

３ この要綱により在日外国人障害者福祉給付金を受けることができる者は、

次に掲げる要件をすべて備えるものとする。 

⑴ 昭和３７年１月１日以前に生まれた者であること。 

⑵ 昭和５７年１月１日前から外国人登録法が廃止されるまでの間、 

日本国内で同法に基づく外国人登録がされていたこと。 

⑶ 住民基本台帳法に基づき本市で住民票が作成されていること。 

⑷ 本市に引き続き１年以上居住していること。 

⑸ 障害者であること。 

⑹ 当該障害の発生原因になった傷病について初めて医師の診療を受 

けた日が昭和５７年１月１日前であること。 

⑺ 厚生年金その他の公的年金等を受給していないこと。 

 （支給の制限） 

第４条 前条の規定にかかわらず、受給資格者が次の各号のいずれかに該当す

るときは、福祉給付金を支給しない。 



⑴ 社会福祉事業法（昭和２６年法律第４５号）第２条第２項第１号から第

５号までに掲げられている施設（母子寮及び通所施設を除く。）に措置され

ているとき。 

⑵ 監獄、労役場その他これに準ずる施設に拘禁されているとき。 

  （福祉給付金の額） 
第５条 福祉給付金の額は、次に定めるとおりとする。 

区 分 月 額 

在日外国人高齢者福祉給付金    １０，０００円 

在日外国人障害者福祉給付金    １０，０００円 

 

 （認定の申請等） 

第６条 第３条に規定する支給要件に該当する者（以下「受給資格者」という。）

は、福祉給付金の支給を受けようとするときは、在日外国人福祉給付金受給

資格認定申請書（第１号様式）に、次に掲げる書類を添えて市長に申請しな

ければならない。 

 ⑴ 所得証明書 

 ⑵ 障害者にあっては、身体障害者手帳又は療育手帳の写し 

 ⑶ その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定にかかわらず、添付書類により証明すべき事実を公簿

等によって確認できるときは、当該添付書類を省略させることができるもの

とする。 

３ 第１項の申請があったとき、市長は、受給資格の審査を行い、福祉給付金

の支給の可否を決定し、その結果を在日外国人福祉給付金認定（却下）通知

書（第２号様式）により当該申請者に通知するものとする。 

 （福祉給付金の支払期間及び支払期日） 



第７条 福祉給付金は、前条第２項の規定による支給の決定を受けた受給資格

者（以下「受給者」という。）に対し、同条第１項の規定による申請をした日

の属する月の翌月から支給すべき事由が消滅した日の属する月まで支給する。 

２  福祉給付金は、４月、８月及び１２月の３期に、それぞれの前月までの分

を支払う。 

  （支給の停止） 

第８条 市長は、受給者の前年の所得（１月から７月までの月分の福祉給付金

については、前々年分の所得とする。）が次に掲げる額を超えるときは、その

年の８月分から翌年の７月分まで、福祉給付金の支給を停止する。 

⑴ 在日外国人高齢者福祉給付金にあっては、所得税法（昭和４０年法律第

３３号）に規定する控除対象配偶者及び扶養親族の有無及び数に応じて、

国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３４号）の規定に

より、なおその効力を有するとされた同法による改正前の国民年金法に基

づく老齢福祉年金の支給停止に関する規定により、その給付の金額が支給

停止を受けることとなる額 

⑵ 在日外国人障害者福祉給付金にあっては、国民年金法施行令第５条の４

に規定する額 

２ 前項の規定による所得は、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第５条

第２項第１号に掲げる市町村民税についての同法その他の市町村民税に関す

る法令の規定による非課税所得以外の所得とし、その額は、その所得が生じ

た年の翌年の４月１日の属する年度分の市町村民税にかかる同法第３１３条

第１項に規定する総所得金額、退職所得金額及び山林所得金額、同法附則第

３３条の３第４項において準用する同条第１項に規定する土地等に係る事業

所得等の金額、同法附則第３３条の４第４項において準用する同条第１項に



規定する超短期所有土地等に係る事業所得等の金額、同法附則第３４条第４

項において準用する同条第１項に規定する長期譲渡所得の金額並びに同法附

則第３５条第６項において準用する同条第１項に規定する短期譲渡所得の金

額の合計額とする。 

 （支給停止に関する通知等） 

第９条 市長は、前条に規定する福祉給付金の支給を停止する事由が生じたと

認めたときは、在日外国人福祉給付金支給停止通知書（第３号様式）により

受給者に通知する。 

２ 市長は、支給を停止した福祉給付金につき、支給を停止する事由が消滅し

たと認めたときは、在日外国人福祉給付金支給停止解除通知書（第４号様式）

により受給者に通知するものとする。 

 （受給資格の喪失） 

第１０条 受給者は、次の各号のいずれかに該当したときは、その資格を喪失

する。 

⑴ 死亡したとき。 

⑵ 第３条に規定する支給要件を欠いたとき。 

２ 受給者（受給者が死亡した場合は、受給者の親族とする。）は、前項の規定

により受給資格を喪失したときは、在日外国人福祉給付金受給資格喪失届（第

５号様式）を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定により資格の喪失事由を確認したときは、在日外国人

福祉給付金受給資格喪失通知書（第６号様式）によりその旨を通知するもの

とする。 

 （未支給の福祉給付金） 

第１１条 市長は、受給者が死亡した場合において、その者に支給すべき福祉



給付金で支給しなかったもの（以下「未支給給付金」という。）があるときは、

その遺族に支給する。 

２ 前項に規定する遺族は、次に掲げる者であって、受給者の死亡の当時その

者と生計を同じくしていたものとする。 

⑴ 配偶者 

⑵ 子 

⑶ 父母 

⑷ 孫 

⑸ 祖父母 

⑹ 兄弟姉妹 

３ 未支給給付金を受けるべき遺族の順位は、前項各号の順序とする。 

４ 未支給給付金を受けるべき同順位者が２人以上あるときは、その１人のし

た請求は、全員のためその全額につきしたものとみなし、その１人に対して

した支給は、全員に対してしたものとみなす。 

  （変更の届出） 

第１２条 受給者は、住所、氏名又は福祉給付金の支払いを受ける金融機関に

変更が生じたときは、在日外国人福祉給付金変更届（第７号様式）を市長に

提出しなければならない。 

（受給権の保護） 

第１３条  福祉給付金の支給を受ける権利は、譲渡し、担保に供し、又は差し

押さえることはできない。 

  （福祉給付金の返還） 

第１４条 市長は、偽りその他の不正な行為により福祉給付金の支給を受けた

者があるときは、支給した額の全部又は一部をその者から返還させることが



できる。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の規定により福祉給付金の支給を受けようとする者が、平成９年

７月３０日までに市長に申請し、同日以後に支給の決定を受けたときは、市

長は、第７条の規定にかかわらず、同年４月分の福祉給付金から支給するも

のとする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の規定により福祉給付金の支給を受けようとする者が、平成１０

年７月３０日までに市長に申請し、同日以後に支給の決定を受けたときは、

市長は、第７条の規定にかかわらず、同年４月分の福祉給付金から支給する

ものとする。 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年７月９日から施行する。 

 この要綱は、平成２８年１月１日から施行する。 



第１号様式（第６条関係）  

在日外国人福祉給付金受給資格認定申請書 

 

瀬戸市長 殿                         平成  年  月  日 

 

（申請者）              印 

 

 在宅外国人（高齢者・障害者）福祉給付金の受給資格認定を申請します。なお、受給資格の

確認及び所得制限の算定のために必要となる関係機関等への照会及び本人所得に係る公簿の閲

覧については、所定の権限を瀬戸市長へ委任します。 

受

給

資

格

者 

住   

所 

瀬戸市 

 

電話    －      

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

氏 名 

 

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

通称名 
 

個人番号             

生年月日 年  月  日 性 別 男 ・ 女 国籍  

公的年金等の受

給の有無 

□ 受給している（            年金） 

□ 受給していない 

身体

障害

者手

帳 

手帳番号 県・市  第         号 

等  級 級 交付年月日 年  月  日 

療育

手帳 

手帳番号 県・市  第         号 

判定区分 判定 交付年月日 年  月  日 

支払

金融

機関 

金融機関

支店名 

 

 

本店・      支店 

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

名 義 
 

口座番号 
 

口座種別 普通・当座 

※ 

受 付 確 認 

□申請日現在、瀬戸市に１年以上在住しているか： はい ・ いいえ 

（瀬戸市での在住を開始した年月日：   年  月  日） 

※ 

外国人登録確認 
□外国人登録年月日（法務省照会）：    年  月  日 

※ 

電 算 処 

理 

□認定番号：           □支給区分： １種 ・ ２種 

□前年中所得金額： 申告有り（         円） ・ 無申告 

□支給可否及び開始日： 支給（   年  月分より） ・ 停止 

備   考 
 



第２号様式（第６条関係） 

 

      第     号 

  平成  年  月  日 

 

瀬戸市長         印 

 

在日外国人福祉給付金認定（却下）通知書 

 

 さきに申請のありました在日外国人（高齢者・障害者）福祉給付金の受給資格について

は、次のとおり 決定しましたので通知いたします。 

受 給 者 氏 名  通称名  

受給者生年月日  性 別 男 ・ 女 

給付金の種類 高齢者福祉給付金  ・  障害者福祉給付金 

認定の可否 

□認定します 

 

□却下します（却下理由） 

 

認定番号 第        号 

支給開始年月 年   月   日 

支給月額 １０，０００円 

支払金融機関 
 

口座種別／番号 普通 ・ 当座   第        号 

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

口座名義 

 

備   考 

 

・住所、氏名、預金口座などを変更した時は、すみやかに届け出てください。 

・あなたの前年中の所得が限度額を超えますと、支給を停止いたします。 

・給付金の振込は、毎年４月、８月、１２月です。 

 

 

 



第３号様式（第９条関係） 

 

      第     号 

  平成  年  月  日 

 

瀬戸市長       印 

 

 

在日外国人福祉給付金支給停止通知書 
 

 次のとおり在日外国人（高齢者・障害者）福祉給付金の支給を停止いたします。 

 

受 給 者 氏 名  通称名  

受給者生年月日  性 別 男 ・ 女 

受給者住所 瀬戸市 

給付金の種類 高齢者福祉給付金  ・  障害者福祉給付金 

認定番号 第        号 

支給停止期間 年  月  日から  年  月  日 

支給停止月額 １０，０００円 

支給停止理由 

 

備   考 

 

 

 

 

 

 



第４号様式（第９条関係） 

 

      第     号 

  平成  年  月  日 

 

瀬戸市長       印 

 

 

在日外国人福祉給付金支給停止解除通知書 
 

 次のとおり在日外国人（高齢者・障害者）福祉給付金の支給の停止を解除いたします。 

 

受 給 者 氏 名  通称名  

受給者生年月日  性 別 男 ・ 女 

受給者住所 瀬戸市 

給付金の種類 高齢者福祉給付金  ・  障害者福祉給付金 

認定番号 第        号 

支給停止期間 年  月  日から  年  月  日 

支給停止月額 １０，０００円 

停止解除理由 

 

備   考 

 

 

 

 

 



第５号様式（第１０条関係） 

在日外国人福祉給付金受給資格喪失届 

 

瀬戸市長 殿                         平成  年  月  日 

 

（届出者）              印 

 

 次のとおり在宅外国人（高齢者・障害者）福祉給付金の受給資格を喪失しました。 

 

※認定番号  ※支給状況 １：支給  ２：停止 

 

受

給

資

格

者 

住   所 

瀬戸市 

 

電話    －      

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

氏   名 

 （ﾌﾘｶﾞﾅ） 

通称名 
 

性 別 男 ・ 女 生年月日 年  月  日 

喪失年月日    年  月  日 

喪失理由 １：死亡 ２：市外転出 ３：施設入所 ４：その他（     ） 

未

支

給

給

付

金

受

取

人 

種 別 １：本人  ２：同居親族  ３：別居親族  ４：受取人なし 

住 所  

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

氏 名 
 

受給者との

続柄 
 

生年月日    年  月  日 

支

払

金

融

機

関 

金融機関 

支店名 

 
（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

口座名義 
 

口座番号 

 

口座種別 普通・当座 

備   考 

 

（注）※欄は記入しないで下さい。 

 

 



第６号様式（第１０条関係） 

 

      第     号 

  平成  年  月  日 

 

瀬戸市長 増岡 錦也  印 

 

 

在日外国人福祉給付金受給資格喪失通知書 
 

 次のとおり在日外国人（高齢者・障害者）福祉給付金の受給資格が喪失しましたので通

知いたします。 

 

受 給 者 氏 名  通称名  

受給者生年月日  性 別 男 ・ 女 

受給者住所 瀬戸市 

給付金の種類 高齢者福祉給付金  ・  障害者福祉給付金 

認定番号 第        号 

喪失年月日 年   月   日 

喪失した理由  

未払手当額                円 

備   考 

１ 上記の未払手当については、追って指定口座へ振込みます。 

 

 

 

 



第７号様式（第１２条関係） 

 

在日外国人福祉給付金変更届 

 

平成  年  月  日 

瀬戸市長 殿 

 

（受給者）               印 

 

 次のとおり（１．氏名 ２．住所 ３．支払金融機関）が変更になりましたので届出ます。 

 

※認定番号  ※支給状況 １：支給  ２：停止 

 

（注）変更になった項目欄のみ記入してください。 

項   目 変 更 前 変 更 後 変更年月日 

受給

者 

住 所 
  

  年 月 日 

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

氏 名 

  

  年 月 日 

支払

金融

機関 

金融機関

支店名 

 

 

  年 月 日 口座種別 

口座番号 

普通 ・ 当座 

第      号 

普通 ・ 当座 

第      号 

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 

口座名義 

  

備 考  

（注）※欄は記入しないで下さい。 

 


